













































































































































































限（法26条 2 項）や，当該訴訟についての訴訟授権（法26条 4 項）により，団体
行使に服する旨の規約や，そのための集会決議での団体授権がない限り，各
区分所有者が有する分割債権としての不当利得返還請求の重畳的行使を排除
するだけの，特別の定めが規定されているとは，認め難い。
　また，当該不当利得請求権が，団体の管理行為として，（金銭債権であって
も）分割されずに総有的に帰属するとの理解から，請求主体は団体であり，
各区分所有者ではないとのより積極的な理由付けが必要かと思われるが，こ
の点の判断には，団体の存在目的である管理行為の内容と「密接関連性の有
無」の検討も必要である。
　さらに，最高裁は，共用部分の賃貸は，共用部分の管理行為であり，共用
部分から生じる収益は，共用部分の管理と密接に関連するとの論理を展開す
るが，管理組合が収益活動を行うには，当該収益活動が団体の目的の範囲内
の行為にあたるか否かや，同活動が規約や集会決議を経ているかが前提とな
り，本件ではそのような議論もなされていない。
　すなわち，管理主体が帰属主体とは別に定まっていても，当該請求権の法
的性質が管理行為と無縁のものであれば，不当な利得返還請求権も，利得と
損害の調整を図るべき法定債権として，（不法行為の損害賠償請求と並んで）清算
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的意義をもつことから，団体の一元管理が便宜上望ましいということだけで
は，行使権の排除を根拠づけられないと言わざるを得ない。
　行使主体にとどまらず，当該不当利得請求権が総有的に団体に帰属してい
る解すると，債権の準共有における「保存行為」が観念し難いため，とりわ
け管理者や理事会が機能不全に陥っているような場合には，解決方法を失う
こととなる。
　むしろ，金銭債権は分割債権であることを原則に，より明確な特別の定め
によって団体行使が可能となる選択と，それが行使されないときの保全とし
て，なお各区分所有者の個別請求ができる選択があってもよいと思われる。
3 ）　訴訟上の請求主体
　本件では，原審や最高裁は，団体管理に服するべきとする旨の区分所有法
等の実体法規定の趣旨や本件規約の文言を根拠にXの請求権を否定したに
とどまるが，このような原審や最高裁の解釈に立った場合，本件不当利得返
還請求権について，訴訟法上の請求主体としては，① 3条団体が当事者能力
を備え，代表者を通じて訴訟すべきと解しているのか，②管理者が訴訟担当
者として原告となるべきとするのか，仮に，最高裁は後者の立場であったと
想定した場合に，法26条 4 項に規定するような，管理者を訴訟担当者とする
具体的な規約が定まっていない場合に，本件規約 9条や12条のみをもって，
訴訟授権がなされていると理解することは困難であろう。
4　現在の研究課題状況報告：　　　　　　 
　　区分所有における管理と所有概念の混乱
　前述した判例の検討を通じて，区分所有建物にかかる法律的問題の中核
は，管理団体と帰属団体の混乱・「管理所有」が意味するところの不明確性
にあると考えられ，そのことから生じる種々の法的問題が想定される。
1　マンション管理組合の権利能力なき社団性への疑問
2　実体法上の代理人とされる管理者の実体法上の地位への疑問
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3 　管理組合の物的財産の帰属形態と債権債務関係の統一的理解への疑問
4　帰属主体と管理者主体の関係の不明確性
5  　法26条を根拠に清算目的かつ分割債権の性質を有する請求権を管理者が
実体法上行使できる法的根拠の不明確さ
6　概念としての法 3条団体と管理組合との相違から生じる問題
7  　全員の代理人としての管理者とその役割を承継する管理組合法人の非対
応，非継続性
8　理事長＝管理者とする標準管理規約の法律構成上の問題
9　訴訟の原告・被告となり得る管理者の地位の法的性質の議論
10 　建物の区分所有関係と構成されていることから生じる問題（建替え・解消
における団体の継続性・借地上のマンション問題等）
11　所有者不明が生じた場合の法律関係の膠着
　以上のような問題設定，問題意識のもとで研究継続中である。
